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事 務 連 絡

平成１８年６月２１日

都道府県民生主管部（局）国民健康保険主管課 御中

厚生労働省保険局保険課

健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令等の

改正内容の一部について

健康保険制度の円滑な実施について、平素より格段の御協力、御尽力を賜り厚

く御礼申し上げます。

健康保険法等の一部を改正する法律につきましては、本日公布され、同日以降

順次施行されることとされたところであります。

これらの改正の趣旨及び主な内容については 「健康保険法等の一部を改正す、

る法律の施行について （平成１８年６月２１日保第 号 （以下「施行通」 ）0621001
知」という ）でお示ししたところでありますが、今後、これらの改正に伴い高。

額療養費等を規定する政令等の改正を予定しております。

追って順次正式に改正内容等につき通知することとしておりますが、あらかじ

め現在検討しているこれらの内容の一部について施行通知に沿って御連絡いたし

ますので、その円滑な実施に配意されるようお願いいたします。

今後とも、健康保険制度の推進に御理解、御協力を賜りますよう、よろしくお

願いいたします。
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「健康保険法等の一部を改正する法律の施行について （平成１８年６月２１日保発第」

0621001号保険局長等通知 （抄））

第１ 健康保険法の一部改正（平成１８年１０月施行）

一 保険給付に関する事項

医療を受ける者と受けない者の負担の公平化等の観点から、高額療養費の自己負担

限度額について、別添１のとおりとする。

１ 入院時生活療養費に関する事項

（略）

入院時生活療養費の額は、生活療養に要する平均的な費用の額を勘案して

算定した額から、平均的な家計における食費及び光熱水費の状況等を勘案し

て厚生労働大臣が定める生活療養標準負担額（所得の状況、病状の程度、治

療の内容その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定める者については、別

に軽減して定める額）を控除した額とすること。

食費及び居住費相当として負担する生活療養標準負担額について、所得の状況を

踏まえた額は、別添２中の２のとおりとする。

また、病状の程度及び治療の内容を踏まえ、下記の者については、現行どおり食

材料費相当の負担に留めることとする。

１ 人工呼吸器、中心静脈栄養等を要する患者や四肢の麻痺が見られる脊髄損傷、

難病等の患者であって、入院医療の必要性の高い状態（本年７月１日以降、診療

報酬上の評価に当たって導入される患者分類において、医療の必要性が高いとさ

れる医療区分２又は３の状態）が継続する患者

２ 回復期リハビリテーション病棟に入院している患者

４ 埋葬料及び家族埋葬料に関する事項

現金給付について給付の重点化を図る観点から、埋葬料及び家族埋葬料の額

について、国民健康保険との均衡等を考慮し、政令で定める定額の金額（５万

円を予定）とすること。

埋葬料及び家族埋葬料の額について定額５万円とするとともに、少子化対策の観点

も踏まえ、出産育児一時金の額について３５万円に引き上げることとする。

第２ 健康保険法の一部改正（平成１９年４月施行）

二 保険給付に関する事項
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患者の窓口での負担を軽減する観点から、７０歳未満の者についても、一医療機関

ごとの入院費用の窓口での支払いを高額療養費制度における自己負担限度額に留める

こととする。

また、所得区分に応じた自己負担限度額となるよう、被保険者は事前に保険者に申

請し、保険者は当該被保険者の所得区分を認定し、これを証する書類を当該被保険者

に対して交付し、当該被保険者は、医療機関の窓口での支払いの際に、当該証する書

類を提示することとする。

第３ 健康保険法の一部改正（平成２０年４月施行）

二 保険給付に関する事項

２ 一部負担金に関する事項

(1) 新たな高齢者医療制度の創設等を踏まえ、７０歳以上の被保険者（一定以

上の報酬を有する者を除く ）の療養の給付に係る一部負担金の割合を２割。

とすること。７０歳以上の被扶養者の自己負担割合についても同様とするこ

と。

７０歳以上の被保険者の一部負担金の割合の引上げに合わせ、高額療養費の自己負

担限度額について、別添３のとおりとする。

３ 療養の給付に係る一部負担金等の額及び介護保険の利用者負担額（それぞれ

高額療養費又は高額介護サービス費若しくは高額介護予防サービス費が支給さ

れる場合には当該支給額を控除して得た額）の合計額が著しく高額である場合

の負担の軽減を図る観点から、高額介護合算療養費を支給すること。

医療保険各制度における高額療養費算定世帯において、一部負担金等の額及び介護

保険の利用者負担額（それぞれ高額療養費等が支給される場合には当該支給額を控除

して得た額）の年間の合計額が、医療保険各制度及び所得区分ごとに新たに設定する

年額の限度額を超える場合に、高額介護合算療養費を支給することとし、改正後の高

額療養費制度及び現行の高額介護サービス費制度等における限度額の水準を前提とし

た場合の合算制度における限度額について、別添４のとおりとする。

また、支給までの事務については、介護保険受給者が属する医療保険各制度におけ

る高額療養費算定世帯の被保険者が、介護保険者が発行する介護保険における負担額

を証明する書類を添付の上、医療保険者に対して申請し、医療保険者において支給額

を算定し、当該被保険者に対して支給することとする。

、 、支給に必要な費用については 医療保険と介護保険における負担額の割合に応じて

医療保険者と介護保険者が按分して各々負担することとし、医療保険者は、介護保険

者に対して按分して負担すべき額を請求し、介護保険者から医療保険者に対して当該

額を支払うこととする。
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0
円
＞

2
4
,
6
0
0
円

一
般

7
0

歳 以 上 7
5

歳 未 満 の 者

1
5
,
0
0
0
円

Ⅰ
（

年
金

収
入

8
0
万

円
以

下
等
）

1
5
,
0
0
0
円

2
4
,
6
0
0
円

8
,
0
0
0
円

Ⅱ

( 住 民 税 非 課 税)

低 所 得 者

2
4
,
6
0
0
円

8
,
0
0
0
円

Ⅰ
（

年
金
収
入

8
0
万

円
以
下

等
）

( 住 民 税 非 課 税)

低 所 得 者

8
0
,
1
0
0
円
+

（
医
療

費
－
2
6
7
,
0
0
0
円
）
×
1
%

＜
4
4
,
4
0
0
円
＞

4
4
,
4
0
0
円

現
役
並
み
所
得

者
（

月
収
2
8万

円
以
上

、
課

税
所
得

1
4
5
万
円

以
上
）

8
0
,
1
0
0
円
+

（
医
療

費
－
2
6
7
,
0
0
0
円
）
×
1
%

＜
4
4
,
4
0
0
円
＞

4
4
,
4
0
0
円

現
役
並

み
所
得
者

（
月

収
2
8万

円
以
上

、
課

税
所
得

1
4
5
万
円
以

上
）

外
来
(
個

人
ご

と
)

外
来

(個
人
ご

と
)

7
0

歳 以 上 の 者

自
己
負

担
限
度
額

自
己
負
担
限
度
額

（
注
）

金
額

は
１
月

当
た
り
の
限

度
額

。
（

）内
の
金

額
は
、
多

数
該

当
（過

去
１
２
ヶ
月
に
３
回

以
上

高
額
療
養

費
の

支
給
を
受
け
４
回

目
の
支
給
に
該

当
）の

場
合
。

高
額

療
養

費
制

度
に
お
け
る
自

己
負

担
限

度
額

等
の

見
直

し

【
平

成
１
８
年

１
０
月

以
降

】
【
平

成
２
０
年

４
月

以
降

】

変 更 な し 変 更 な し新 設

（別添３）

－17－



高
額

医
療

・
高

額
介

護
合

算
制

度
に
つ
い
て

高
額

医
療

・
高

額
介

護
合

算
制

度
に
つ
い
て

○
制

度
の

基
本

的
枠

組
み

①
対

象
世

帯
医

療
保

険
各

制
度

（
被

用
者

保
険

、
国

保
、
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

）
の

世
帯

に
、
介

護
保

険
受

給
者

が
存

在
す

る
場

合
に
、
各

医
療

保
険

者
が

被
保

険
者

か
ら
の

申
請

に
基

づ
き
、
高

額
療

養
費

の
算

定
対

象
世

帯
単

位
で
、
医

療
保

険
と
介

護
保

険
の

自
己

負
担

額
を
合

算
し
、
新

た
に
設

定
す
る
自

己
負

担
限

度
額

を
超

え
る
額

を
支

給
す
る
。

②
限

度
額

年
額

５
６
万

円
（
老

人
医

療
と
介

護
保

険
の

自
己

負
担

を
合

算
し
た
額

の
分

布
状

況
を
踏

ま
え
て
設

定
）
を
基

本
と

し
、
医

療
保

険
各

制
度

や
所

得
区

分
ご
と
の

自
己

負
担

限
度

額
を
踏

ま
え
て
き
め
細

か
く
設

定
。

③
費

用
負

担
医

療
保

険
、
介

護
保

険
両

方
で
、
自

己
負

担
額

の
比

率
に
応

じ
て
負

担
し
合

う
。

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
被

用
者

保
険

又
は

国
保

被
用

者
保

険
又

は
国

保
＋

介
護

保
険

＋
介

護
保

険
＋
介

護
保

険
（
７
０
歳

～
７
４
歳

の
み

）
（
７
０
歳

未
満

を
含

む
）

６
７
万

円
６
７
万

円
１
２
６
万

円
（５

６
万
円

の
１
．
２
倍

）
（６

２
万

円
の

１
．
１
倍
）

（６
７
万

円
の

１
．
９
倍

）

５
６
万

円
６
２
万

円
６
７
万

円
（５

６
万

円
の

１
．
１
倍
）

（５
６
万

円
の

１
．
２
倍

）

Ⅱ
３
１
万

円
３
１
万

円
（５

６
万
円

の
０
．
６
倍

）
（６

２
万

円
の

０
．
５
倍
）

Ⅰ
１
９
万

円
１
９
万

円
（６

７
万

円
の

０
．
５
倍

）

（５
６
万
円

の
０
．
３
倍

）
（６

２
万

円
の

０
．
３
倍
）

現
役

並
み

所
得

者

一
　
　
般

低
所

得
者

３
４
万

円

（
上
位
所
得
者
）

（別添４）
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